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令和７～９年度英語指導助手業務派遣契約仕様書

１.業務の名称 令和７～９年度英語指導助手業務派遣契約

２.業務内容

業務内容は、次のとおりとする。

（１） 学習指導要領に基づく年間指導計画、学習指導案、授業設計等に関する情報提

供、企画提案。

（２） 中学校の英語授業又は小学校の外国語活動及び英語授業における指導。

（３） 担当教員等との英語会話の実演。（Small Talk、デモンストレーション等）

（４） 英語に関する授業において使用する教材や家庭において児童生徒が使用できる教

材（デジタルコンテンツ等）の作成。

（５） 教授法、学習指導案作成に関する支援。

（６） 効果的な授業実践に関する支援。

（７） 英語プレゼンテーションフォーラム等に向けた児童生徒への指導・審査及び授業

改善補助。

（８） 教育総合支援センターに来室する児童生徒に対する英語の指導。

（９） 国際教育の指導。

（１０） 担当教員に対する現職研修（教育委員会主催の研修・校内研修等）。

（１１） 英語科以外の教育活動全般にわたる指導。

（１２） 翻訳や通訳の支援。

（１３） コーディネーターによる就業場所における業務内容の円滑な推進。

（１４） 遠隔授業の実施。

（１５） English Adventure（イングリッシュ・アドベンチャー）の支援。

３.就業場所

就業場所は、取手市立小中学校（１４小学校と６中学校）、市立幼稚園（１園）教育

総合支援センター及びその他、委託者と受託者による協議の上、定める場所とする。

４.就業人数

就業人数は１４名とする。

５.契約期間

契約期間は、令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。

６.就業日時

（１）就業日は月曜日から金曜日とし、土曜日、日曜日、国民の休日に関する法律に規定

する休日、委託者が定める休校日、及び委託者が指定する日は配置しないものとす

る。但し、就業場所において行事等の都合上これらの日に英語指導助手の就業を要す

る場合はこの限りではない。

（２）就業時間は、原則、以下のとおりとする。

午前８時２０分から午後４時２０分の間で、１日８時間（１時間の休憩時間を含

む）とする。

（３）上記６（１）（２）の詳細は、委託者と受託者による協議・合意の上、別途定める

ものとする。
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（４）委託者が、上記６（１）（２）（３）で規定した就業日時以外に英語指導助手の就業

を要する場合、追加就業日時分の追加派遣料を支払うか、予定された就業日時の中で

振替えることができる。

７.英語指導助手の欠勤が生じた場合の対応

（１）英語指導助手の欠勤が生じた場合は、代理講師によって授業を行う。

（２）英語指導助手の欠勤が生じ、かつ（１）に記載した代理講師による授業も行えず、

業務を実施できなかった場合には、振替にて業務実施することとする。その際には、

委託者と受託者による協議・合意の上、半日を単位として別日に代理講師を当てるも

のとする。

８.英語指導助手の資格要件について

英語指導助手の資格要件は、次に掲げる要件をいずれも満たしていること。

ア 英語を母語とする者又は母語相当の英語を話すことができる者であり

かつ、大学卒業資格を有する者であること。

イ 契約期間中の日本国査証（英語指導助手として働くための就労ビザ）

を取得しており、契約期間の就労に支障のない者であること。

ウ 研修意欲に富み、英語指導教授の手法に係る研修を受けた者であること。

エ 心身ともに健康で、学校現場への適応能力に優れた者であること。

オ 業務上必要な日本語能力を有する者であること。

カ 市町村の公立小中学校において英語指導助手として２年以上勤務した経

歴を有すること。（小学校配置については、小学校での勤務経歴、中学校

配置については、中学校での勤務経歴を有すること。）

キ 帰国または退職等による欠員がないようにすること。

ク 児童生徒一人一人が、タブレット PC を活用しながら学習することを想

定した授業づくりができるＩＣＴスキルを有する者であること。

９.コーディネーターの資格要件及び配置について

コーディネーターの資格要件は、次に掲げる要件をいずれも満たしているこ

と。

ア 業務内容を円滑に推進する資質・能力等に優れた者であること。

イ コーディネーターとしての役割を十分に理解し、業務改善意欲に富む者

であること。

ウ 心身ともに健康で、学校等の要望に速やかに対応できる者であること。

エ 授業の円滑な実施のために、１名以上のコーディネーターを配置するも

のとする。

１０. 委託業務履行状況の調査、改善

（１）委託者は、必要と認めるときは、受託者に対し、委託業務の履行状況に

関し、報告を求めることができる。委託者が、委託業務の履行状況に問題が

生じていると判断した場合、受託者は調査の上、必要な改善をはかる。

（２）委託者及び受託者は、本委託契約が定める条項、適正業務委託の要件に反

する行為等を認識した場合、速やかに協議・合意の上、是正措置をとる。

１１. 委託料の支払方法
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委託料は、履行検査合格後の月締払とし、受託者の指定する口座へ振り込む方法によ

り支払うものとする。

１２. 受託者が与えた損害について

本事業の実施上、受託者又は英語指導助手の責に帰する理由により教育委員会、学校

又は第三者に損害を与えた場合は、その受託者の責任において賠償すること。

１３. 業務実施体制の整備

受託者は、派遣業務を円滑に進めるため、次の事項を遵守すること。

（１）派遣元責任者及び苦情担当責任者を定め、それぞれその責務を果たすこと。

（２）英語指導助手に支障が生じ、臨時に変更する場合には、直ちにその旨を委託者に報

告し、臨時担当者の氏名を委託者へ通知の上業務を実施すること。

（３）受託者の都合により、上記９．（２）による臨時担当者を配置できなかった場合、

受託者は未配置分の業務を委託者と調整の上、契約期間中の他の日に配置すること。

１４. PC の使用について

受託者は、デジタルコンテンツ等の作成等を円滑に進めるため、次の事項を遵守す

ること。

（１） 受託者は英語指導助手に対し、デジタルコンテンツ等の作成等を行うことができ

る PC（※以下、PC と呼ぶ。）を英語指導助手一人につき 1台提供すること。

（２） 受託者が英語指導助手に対して提供する PC は、英語指導助手が使用するものであ

ることを明確にする目印等を付与し、学校の校内で使用されている他の PC と区別が

つくようにすること。

（３） PC の管理者用 ID 及びパスワードは、取手市教育委員会の市教育情報ネットワー

ク主管課に共有すること。

（４） PC を学校の校内においてインターネット接続する場合は、委託者が指定するネッ

トワークを使用すること。

（５） 当該ネットワークは、２．の業務を遂行する目的に限り使用できるものとする。

（６） PC には、各学校及び取手市教育委員会が保有する重要情報及び個人情報を含むデ

ータを保存してはならない。

（７） USB メモリ等記録媒体は原則として使用してはならないものとするが、業務遂行

上不可欠となる場合は委託者と協議の上使用すること。

（８） PC を持ち歩く際は、紛失に注意し、厳重に管理すること。万一、紛失した場合

は、直ちに学校を通じて委託者に報告しなければならない。

（９） ウイルス感染又はそれに類する問題が生じた場合には、当該ネットワークから切

断し、直ちに学校を通じて委託者に報告しなければならない。

（１０） その他 PC の使用について問題が生じた場合には、取手市教育情報ネットワーク

運営管理規程（平成 18 年取手市教育委員会訓令第 3号）及び取手市教育情報ネット

ワーク運用管理ガイドライン（令和 5年 9月 29 日一部改定）の規定に基づいて対応

すること。

１５. その他

（１）委託者及び受託者は、労働者派遣法の趣旨に従い、各々に課せられた労働法令上の

責任を負うものとし、適切な教育指導と業務命令を行う。

（２）英語指導助手に交通事故等の問題が発生した場合、受託者がその対応を行う。但
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し、その発生が委託者の責に帰する場合はその限りではない。

（３）受託者は、労働者派遣基本契約書、労働者派遣個別契約書、本仕様書の記載及び法

的な枠組みに従い業務を実施する。

（４）受託者は、月例業務完了報告書（業務実施報告書も含む）を作成し、委託者へ提出

すること。

（５）受託者は、英語指導助手が公教育に携わる者として必要な服務規程について指導

し、監督する。

（６）受託者は、上記８の条件を満たす英語指導助手の指導・監督を行うこと。

（７）受託者は英語指導助手が業務を円滑に履行できるよう英語指導助手の研修を計画的

に実施すること。

（８）受託者は、英語指導助手に係る日本国査証の申請から保険事務及び事故発生の対応

等、一切の労務管理を受託者の責任において行う。

（９）受託者は、委託者が委託業務の履行に支障があると判断した場合には、速やかに改

善を図るものとする。

（10）受託者及び英語指導助手は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

その業務を行わなくなった後においても、また同様とする。

（11）受託者は、本事業が開始される前の期間に、各学校の担当教員と打合せを行うもの

とする。

（12）受託者は、本事業の実施に伴って問題が生じた場合には、その都度、委託者と協議

して速やかに解決に当たるものとする。


